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はじめに
　日本の国内市場では、人口および世帯数の減少により、
規模の面では今後成長を見込むことが難しいである。日本
企業は、これまでその競争力の源泉であった国内市場の縮
小という大きな環境変化の局面を迎えている。（林，p.16）
そして、市場の特徴が変わっている。近年、テクノロジー
によって、未曾有の変化と不確実性が市場にもたらされ
た。市場の変化については、ニーズに合いさえすれば買う
という時代が終わった。目に見えるニーズを満たし、そし
て目に見えないニーズを常に探さなければならない。特に
顧客の潜在ニーズへの探求が重要になる。しかし、分から
ないニーズ或いは不明確なニーズに対して、データが存在
していないので、どう発掘するかが企業の課題になる。
　一方、米国のリマンショックに端を発するいわゆる世界
同時不況の影響を受けながらも、発展途上国・新興国市場
は依然として急速な拡大を続けている。（林，p.16）更に、
製品のコモディティ化の推進により、生産方式の変更が激
しく行っている。以前では、日本欧米など先進国の企業し
か高品質の製品を生産できなかった。現在では、発展途中
国の企業はコモディティ化により簡単に製造ができる。発
展途上国の企業の人件費などコストは日系企業のコストよ
り低いため、製品の価格が低くなる。濱岡（2014）は2007
年から日系企業を対象として、研究開発や製品開発につい
て調査を行った。この調査は、日本企業７年間の変化動向
について概説し、集計結果を紹介した。集計結果につい
て、結論を纏めてみれば、①日系企業の開発方針は、開発
スピードより製品の品質と機能を重視している。②日系企
業の開発能力は高いが、顧客ニーズへの対応は足りない。
特に、技術のシーズと顧客のニーズを結合する時問題を発
生しやすい。
　つまり、現在の日系企業は内憂外患の状態に陥ってい
る。この境遇を突破するため、日系企業はイノベーション
の促進にもっと力を入れて、顧客のニーズを満足できる製
品の開発に注目しなければならない。満たされない顧客が
存在することによって、既存企業が上位市場に向かう持続
的イノベーションを推進して利益を上げる機会が生まれる。
　しかし、Christensenn は、持続的イノベーションを追
求しすぎると、イノベーションのジレンマに陥る危険性が
高いと主張している。彼は、ハードディスク業界の変遷を
纏めながら、持続的イノベーションを促進している大企業
は、後発中小ベンチャー企業に追い抜かさせるケースを例
として紹介した。従って、持続的な競争優位性を獲得する
ため、企業は持続的イノベーションを促進しながら、破壊
的イノベーションを重視しなければならない。即ち、企業
はデュアルイノベーションを促進する必要性がある。
研究目的
　企業は破壊的イノベーションの重要性を認識しながら
も、企業の規模が大きければ大きいほど、破壊的イノベー
ションを促進しにくい。本研究は前稿ⅰで破壊的イノベー
ションの分類を紹介して、大企業は新価値創造型破壊的イ
ノベーションとローエンド型破壊的イノベーションを比べ
て、促進する可能性であるのは新市場創造型破壊的イノ
ベーションであると主張した。
　本研究は、前研究の研究結果に基づき、新市場型破壊的
イノベーション促進する志向性の高い大企業は、その後の
戦略移行プロセスを明らかにしたい。加えて、どのような
条件を満足であれば、戦略の移行が発生できるかを明確に
する。
破壊的イノベーション戦略移行のプロセス
　新市場型破壊的イノベーションとは、破壊的技術により
新市場を開拓するイノベーションである。資力、スキル、
アクセス、時間などの制限があるため、消費できない顧客
を対象として消費に変わる過程である。新市場型破壊的イ
ノベーションにより開発して製品・サービスについては、
新規な顧客且つ製品・サービスの価格が低くて、簡単に操
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作できる、簡単に手に入れる、などの少なくとも一つの特
徴があるはずである。
　制約条件を解除して、無消費を消費に変わることによっ
て、新しい市場を開拓する。新市場の開拓ができれば、新
しい顧客の創造が可能と考えられる。つまり、大企業は新
市場型破壊的イノベーションを促進する可能性がある。
　一方、既存製品を通じて非常に大きな市場シェアを占め
ている大企業にとっては、製品の品質ランクを下げて、機
能を最小程度に収まて、販売価格を既存製品の販売価格の
何十分の一まで下げるのはありえない。このようなローエ
ンド型破壊的イノベーションを行うと、企業にとって二つ
の配慮がある。一つ目は、自社のブランドに傷つけること
である。二つ目は、自社の新製品と既存製品は同じ市場を
共食うことである。従って、大企業はローエンド型破壊的
イノベーションを促進能力があるが、実行するのは阻害力
が高い。
　しかし、新市場型破壊的イノベーション志向性の高い大
企業は、市場規模の拡大を戦略の重点に置けば新市場型破
壊的イノベーションからローエンド型破壊的イノベーショ
ンの実行が可能になる。例えば、破壊的イノベーションの
促進により、富士フイルムは銀塩カメラの既存市場からデ
ジタルカメラの新市場に進出した。当時のデジタル市場で
は、富士フイルムは後発企業として、新しい挑戦をしなけ
れば、市場シェアの拡大が非常に難しいである。従って、
富士フイルムは市場規模の拡大を重視して、１万円未満の
デジタルカメラの販売が始まった。普段お金のない学生は
デジタルカメラの購入が難しいと考えられるため、顧客層
の範囲から除去された。しかし、価格が安ければ、お金の
ない人でも購入が可能である。即ち、新市場型破壊的イノ
ベーションが起きた富士フイルムは市場規模の拡大を目指
しているので、ローエンド型破壊的イノベーションの遂行
が達成した。
　一方、新価値創造型破壊的イノベーションにより開発し
た製品は魅力が高くて競争力が高い。開発した製品は他社
に真似されても、すぐ乗り越えることがなかなか難しいで
ある。従って、大企業はこのような製品を開発する意欲が
高くて、新価値創造型破壊的イノベーションを促進する志
向性が高い。但し、顧客の既存価値を変えって、新しい価
値を創造しなければ新価値創造型破壊的イノベーションの
実現が不可能である。世の中に存在していないニーズを創
造することが非常に難しいである。既存顧客を対象として
いくらアンケートを実施しても、直接に顧客からウォーク
マンのような製品がほしいという答えがもらえない。つま
り、顧客の潜在ニーズを予測することが簡単なことではな
い。加えて、誰でも見たことのない製品であるため、研究
開発段階では経営者の全員に認められる可能性も低い。
従って、ハイリスクハイリターンの新価値創造型破壊的イ
ノベーションの魅力が高いが、実行するのは難しい。
　無論、大企業は新市場型破壊的イノベーション戦略の志
向性が高ければ、新市場の開拓に力を入れるはずである。
新しい市場で新顧客を獲得して、新顧客の利用状況を観察
して分析すれば、顧客自身がまだ見つけない問題を顧客よ
り先に発見する可能性がある。更に、新顧客とのコミュニ
ケーションを頻繁的に行うことにより、顧客の真のニーズ
或いは潜在ニーズを把握することが可能になる。
　アップルはパソコン事業を主要事業として事業を展開し
ている。しかし、1990年代からアップルのパソコン事業の
市場シェアは20％から３％に急落した。経営不振を改善す
るために、ソフトウェア事業や音楽事業や携帯事業など新
事業を始めた。アップルはソフトウェア事業で一番成功の
事例は iTunes の開発である。iTunes はユーザー、パソコ
ンとインターネット三者の繋がりを実現して、顧客に今ま
でのない便利さを提供した。と共に、音楽提供者との提携
により、音楽ダウンロードの一曲あたりの金額を下げた。
そうすると、顧客は簡単且つ安価でインターネットから音
楽をダウンロードする。もともとインターネットからダウ
ンロードすることが複雑で操作できなくて、CDやカセッ
トテープを買わなければならない人がいる。インターネッ
トからダウンロードすることができても、ダウンロード金
額が高くてあまりインターネットで音楽を買わない人もい
る。または、無料ダウンロードは法律違反と知っている
が、お金を支払えないため法律を無視してダウンロードす
る人も存在している。iTunes の開発により、アップルは
以上に述べた人の悩みを解決して、新しい顧客を獲得し
た。iTunes を使えば使うほど、その便利さや安さが顧客
に感じられて、需要が増えている。大量音楽をダウンロー
ドしたから、大量音楽を保存しながら楽しめるプレイヤー
の需要が見えてくる。これは iPod が開発された理由であ
る。つまり、アップルは新市場型破壊的イノベーションの
実行により、新しい顧客のニーズ即ち潜在ニーズの把握が
できて、新価値創造型破壊的イノベーションの実行が可能
になる。
論文仮説の提示
　以上の分析結果により本研究の研究仮説を提出する。
①　破壊的イノベーション志向性の高い大企業は、既存製
品・サービスに対する満足度が低ければ低いほど、新価
値創造型破壊的イノベーションを促進する可能性が高
い。
②　破壊的イノベーション志向性の高い大企業は、既存製
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品・サービスに対する過剰満足程度が高ければ高いほ
ど、ローエンド型破壊的イノベーションを促進する可能
性が高い。
③　破壊的イノベーション志向性の高い大企業は、顧客の
非消費状況を抵抗する意欲が高ければ高いほど、新市場
型破壊的イノベーションを促進する可能性が高い。
④　破壊的イノベーション志向性の高い大企業は、低取得
層向けの志向性が高ければ高いほど、新市場型破壊的イ
ノベーションを促進する可能性が高い。
⑤　破壊的イノベーション志向性の高い大企業は、低取得
層向けの志向性が高ければ高いほど、ローエンド型破壊
的イノベーションを促進する可能性が高い。
⑥　新市場型破壊的イノベーション志向性の高い大企業
は、顧客の利用状況を重視すればするほど、新価値創造
型破壊的イノベーションに移行する可能性が高い。
⑦　新市場型破壊的イノベーション志向性の高い大企業
は、市場の規模を重視すればするほど、ローエンド型破
壊的イノベーションに移行する可能性が高い。
実証方法の提示
　図に提出した通り、仮説モデルを構成する変数は、「破
壊的イノベーション」、「新市場型破壊的イノベーション」、
「新価値創造型破壊的イノベーション」、「ローエンド型破
壊的イノベーション」、「低取得層向けの志向性」、「顧客利
用状況の重視」、「市場規模への重視」、「非消費への抵抗」、
「過剰満足」と「現状への満足」である。これらは直接的
に観測することが困難であると考えられる。そこで、本研
究では、共分散構造分析方法を利用して分析を行う。共分
散構造分析とは、観測データの背後にある、様々な要因の
関係を分析する統計手法である。質問紙調査をはじめとし
た情報収集によって得られたデータのことを、観測変数、
あるいは測定変数と呼んでいる（豊田，2007，p.2）。観測変
数を獲得するため、東証１部、東証２部の上場企業を対象
として、質問紙法であるアンケート調査を行う予定である。
図　仮説モデル
図：仮説モデル 
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